
経営発達支援計画の概要 

 

実施者名 

（法人番号） 

岡山南商工会（法人番号 3260005002574） 

岡山市（地方公共団体コード 331007） 

玉野市（地方公共団体コード 332046） 

実施期間 2023/04/01 ～ 2028/03/31 

目標 経営発達支援事業の目標 

１．事業計画策定とＰＤＣＡサイクルの定着による収益性の確保 

小規模事業者が目指す方向性と限りある経営資源を踏まえ、データ（定性・定

量）に基づく事業計画の策定とともに、事業計画に基づく実行と検証、改善（Ｐ

ＤＣＡサイクル）の定着を図ることで、小さな成功体験を積み重ね、将来目標の

達成を支援する。 

２．創業者の事業継続と円滑な事業承継の促進 

創業前から創業後まで一貫した支援を行い、創業計画の策定及び創業後の事業化

に至るプロセスに対するサポートを行う。また、事業承継診断をきっかけとした

支援とフォローアップにより、円滑な事業承継を図る。 

３．対話型アプローチによる伴走支援の推進 

激変する環境変化に対応し、利益体質の強化を図っていく上で、小規模事業者と

の対話と傾聴を通じて経営の本質的な課題を自らが認識することに重点を置き、

事業者が自ら行動する力を引き出すよう伴走支援を行う。伴走支援により、実際

の行動や成果に結びつける可能性を高める。 

事業内容 Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

1. 地域経済動向調査に関すること 

地域内の経営環境等を把握するため、国が提供するビッグデータ及び景気動向調

査を分析して、ホームページ等で広く事業者に周知する。 

2. 需要動向調査に関すること 

事業者が開発した商品に対する顧客ニーズを収集するため、展示会やイベントを

活用した調査等を実施し、計画策定の判断材料を提供する。 

3. 経営状況の分析に関すること 

データ（定性・定量）に基づいた経営を行うため、データの収集を行い、ローカ

ルベンチマーク等にて分析し、事業計画策定に活用する。 

4. 事業計画の策定支援 



経営分析等に基づいた計画経営を行うため、対話型アプローチにより、事業者ニ

ーズに沿った課題解決のための事業計画策定を支援する。 

5. 事業計画策定後の実施支援 

将来目標の達成のため、フォローアップシートを用いて定期的にモニタリングを

行い、問題・課題の洗い出しと対策を支援する。 

6. 新たな需要の開拓支援 

事業者の事業領域に合致した中長期的な取引継続のため、県内商談会を中心に出

展を支援するとともに、地域密着型ビジネスの事業者に Web マーケティングの

仕組みを導入するための支援を行う。 

連絡先 岡山南商工会 支援課 

〒701-0221 岡山県 岡山市南区 藤田 564-131  

TEL:086-296-0765 FAX:086-296-2250 

e-mail:minami@okasci.or.jp 

岡山市 産業観光局商工部 産業振興・雇用推進課 

〒700-8544 岡山県 岡山市北区大供 一丁目 1-1  

TEL:086-803-1325 FAX:086-803-1738 

玉野市 商工観光課 

〒706-8510 岡山県 玉野市宇野 一丁目 27-1 

TEL:0863-33-5005 FAX:0863-33-5001 

 









４ 

 

イ．管内事業者の課題 

（ア）共通課題（工業・商業） 

・利益体質の向上 

予期せぬ経済環境の変化の影響を受け、厳しい経営環境に置かれている小規模事業者が多

く、これらの影響に耐えうるよう利益体質の強化が必要。 

・営業力の強化 

売上が従来からの取引先に固定され、新たな取引先を開拓できておらず、販路開拓の検討。 

・事業承継（後継者の育成） 

後継者の育成と計画的な事業承継（スケジュール・財務・許認可等）の検討。 

 ・ＩＴの利活用による生産性向上 

   ＩＴツールの開発やコロナ禍におけるデジタル化の進展など、デジタル技術を活用した売上

向上や人手不足解消、業務効率化の検討。 

（イ）工業（建設業・製造業） 

・人材の確保 

大半の小規模事業者は、経営基盤が脆弱で厳しい労働環境にあり、受注があっても人が集ま

らず人材確保が必要。 

・公共工事への依存脱却 

受注の半数以上が公共工事のため、施工時期の偏り解消と同業者との競争回避。 

・新規取引先への対応（技術・営業） 

取引企業が固定化しており、取引先の動向の影響を受けやすい。収益率が高いと考えられる成

長産業との取引検討。 

・独自技術の育成と承継 

受注単価を引き上げるため、他社と差別化できる技術育成と周知。技術力の高い職人が高齢化

の傾向にあり、計画的な技術の承継。 

（ウ）商業（卸売業・小売業・飲食業・サービス業等） 

・地域に密着した事業 

大手企業の関与が低い部分に対し、地元業者として小回りの利く対応。 

・地域外からの顧客 

市街地の近隣地域という特性を活かした地域外からの顧客獲得。 

・チェーン店やフランチャイズ店との差別化・転換 

競合対象として、提供内容（メニュー・サービス）の差別化を図るほか、地域の環境変化に対応

し、ニーズをとらえた業態転換。 

・新たな住民に対するマーケティング 

新規転入者は、大型量販店に比べ旧来からの小売店への来店が少なく、転入者を対象とした

マーケティング実施によるターゲットを定めた販路開拓。 

ウ．創業者の現状 

当会加入者を見て、過去５年以内の加入者の内、創業者が４５％を占めていることから、市街地

地域を中心として創業者の増加が見て取れる。 

創業者の年齢・性別の内訳は、商工会加入者をみると、３０代～４０代が多く、近年女性の創業が

増加している。 

業種は、男性は建設業や自動車整備業が多く、女性は美容業や飲食業が多い。 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

２．経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和５年４月１日～令和１０年３月３１日） 

 

（２）目標の達成に向けた方針 

 上述の①～③の目標に対し、それぞれ以下の目標達成方針で取り組む。 

 

①事業計画策定とＰＤＣＡサイクルの定着による収益性の確保 

補助金の申請などを契機として事業計画策定の意義や重要性を浸透させるとともに、地域経済の動

向や経営状況分析、需要動向調査の結果を踏まえ、データ（定性・定量）に基づいた実現性の高い事

業計画の策定を支援する。より高度な専門性が求められる分野については適切な専門家や他の支援機

関とのネットワークを活用し、総合的にコーディネートする。将来目標の達成へ向けた、計画・実行・

検証・改善（ＰＤＣＡ）のサイクルが回せるよう、数値目標と行動計画を把握し、定期的なモニタリ

ングを行い、問題・課題の洗い出しと対策を図る。 

 

②創業者の事業継続と円滑な事業承継の促進 

創業者が円滑なスタートを切れるように創業計画の策定を支援するとともに、創業計画の検証と改

善に重点を置き、事業化に至るプロセスに対するサポートを行う。また、創業後に生ずる計画との差

異（販路・資金繰り・売上・収益等）について検証し、課題の克服を図り、創業者が事業を継続でき

るよう支援を行う。 

事業承継については、円滑な事業承継に向けて、早期かつ計画的な準備の必要性を認識してもらう

ため、ヒアリング診断を実施し、事業者の支援ニーズに基づいた個別支援を行う。 

 

③対話型アプローチによる伴走支援の推進 

小規模事業者へのリスペクトを常に持ち、対話と傾聴を積み重ねてお互いの信頼関係を築く。事業

者との対話の中から課題の発見や解決の糸口を見つけ、気付きや解決方法を提供する。事業者が経営

判断を行うにあたり、事業者が目指す方向性と限りある経営資源を踏まえ、有益な情報と手段を提供

し、行動を促すようサポートする。 

 

３．地域の経済動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

①現状 

小規模事業者が適切な経営判断やマーケティングを行えるようにするため、景気動向調査（四半期）

の報告書を随時支援に活用したほか、本会調査対象者の意見を加えた調査結果をホームページに公開

した。なお、２次データを活用した地域経済・市場動向の情報収集と提供は実施できていない。 

 

②課題 

 経済環境が激しく変化しており、管内小規模事業者に対して地域の経済や消費動向をタイムリーに

情報提供する必要があり、定期的に情報発信を行う。 
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（４）事業内容 

①ＩＴ専門家派遣 

めまぐるしく変わる経営環境に対応し、競争力強化を図るためにはＩＴを活用した事務の効率化や

生産性向上が必要である。しかしながら小規模事業者のＩＴリテラシーが十分ではないため、ＤＸに

対する取組み意欲が高い事業者を対象に、ＤＸに向けたＩＴツールの導入やＷＥＢサイト構築等の取

り組みを推進していくためＩＴ専門家派遣を実施する。これによりＩＴ活用を積極的に取り入れた事

業計画の策定を行う。 
 

②事業計画策定支援 

経営状況の分析を行った小規模事業者を対象とし、経営革新計画や国・県・市の各種補助金申請と

いった事業者ニーズに沿った事業計画づくりを提案し事業計画の策定を促す。事業計画は、地域経済

の動向や経営状況分析、需要動向調査の結果を踏まえ、経営革新、事業承継、販路開拓、生産性向上、

防災・減災対策といった課題解決のための事業計画の策定を支援する。専門家による常設相談窓口を

設置し、専門家の指導のもとに事業者と経営指導員等がマンツーマンで行う。事業者の志向と経営資

源に応じた目的、目標、達成手段を確認した計画とする。 
 

◆事業計画書の検討項目 

・経営理念      ・売上・利益目標 

・ビジョン      ・アクションプラン 

・環境分析      ・人員計画 （必要に応じ） 

・事業領域      ・投資計画 （必要に応じ） 

・経営課題の特定   ・融資・返済計画 （必要に応じ） 

 

③創業計画策定支援 

創業前の支援については、行政広報紙・商工会ホームページ等にて商工会が創業窓口であることを

周知するとともに、毎月ナイター相談会を開催し、会社勤めの創業者に対して相談しやすい環境を整

備する。経営指導員によるサポートや専門家の個別相談会を通じて、計画策定支援や相談対応に努め

ていく。 

また、創業間もない事業者を対象として、定期的な巡回・窓口相談によって、創業計画の実施状況

（販売先・売上・利益等）と創業後に生ずる課題（目標数値との差異・販路・資金繰り等）を反映し

た計画修正等について個者支援を行い、事業継続を伴走支援する。 

 

④事業承継支援 

後継者等が見込まれる小規模事業者を対象に、事業承継ヒアリングシートを用い、経営指導員が事

業者よりヒアリングを実施する。これにより得られた情報から、必要に応じて岡山県事業承継ネット

ワークの専門家派遣を活用し、事業承継計画の策定を行う。また、事業承継に関する計画のみならず

承継後の事業継続・発展に向けたフォローアップ支援も併せて実施し、円滑な事業承継を図る。 

 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

（１）現状と課題 

①現状 

事業計画を策定した小規模事業者に対して、将来目標の達成を支援するため、重点支援先を定めて

進捗状況の把握と新たな問題の発生や困難の有無などの確認作業を実施している。また、必要に応じ

て専門家派遣を行い、課題解決を図っている。 







１７ 

 

能な県内商談会への出展を支援する。商工会は、営業経験の乏しい事業者に対し、商談先の情報提供

（事前・事後）、ＦＣＰシート等のツール作成支援、模擬商談の実施、商談で確認された課題解決の

支援を行う。 

【対象者】小売業者（加工食品等） 

 【訴求対象】地域百貨店・スーパー・土産物店等 

 【出展支援を想定する商談会】 

名 称 概 要 

岡山県内特産品商

談会 

岡山県商工会連合会が主催し、県内商工会地区の生産者と小売・流通業

者（バイヤー）との情報交換や取引の機会を提供する商談会。出展者数は

約５０社、県内・県外大手バイヤー約１５社が参加する。 

岡山県しんきん合

同ビジネス交流会 

県内７行の信用金庫等が合同で実施するビジネス交流会・商談会で、県内

を中心に多種多様な業種約５００ブースが出展し、約４，０００人が来場する。 

トマトアグリフー

ドフェアー 

トマト銀行等主催。岡山の食とアグリに焦点を合わせ、販路開拓を目的と

した商談会で、展示商談会では約５０社が出展する。県内外の百貨店・スー

パー・卸・セレクトショップ・一般等が来場する。 

 

②県外商談会等への参加 

事業計画を策定した事業者のうち独自商品・技術等により、首都圏等を事業領域とできる小規模事

業者については、県外商談会・ビジネスマッチング等の出展を支援する。商談会やビジネスマッチン

グ等の開催目的や来場するバイヤー等の傾向についても、専門家を活用し事前準備等をしっかり行

う。事前においてはブースへの集客力を高める（ブース装飾・商品展示）、商談対象の絞込み・短時

間で商談をまとめるツール作成（ＦＣＰシート、企業情報パンフ等）を支援し、事後においては、商

談後のフォロー・信用調査等の支援を行う。 

【対象者】小売業者・製造業者のうち、継続的に営業と取引が行える者 

【訴求対象】首都圏等の量販店・専門店・法人等 

【出展支援を想定する商談会】 

名 称 概 要 

東京インターナシ

ョナル・ギフト・

ショー 

日本最大のパーソナルギフトと生活雑貨の国際見本市であり、春と秋に開

催される。出展者は約３，０００社、来場者数は約２００，０００人である。 

スーパーマーケッ

トトレードショー 

スーパーマーケットを中心とする食品流通業界に最新情報を発信する商談

展示会。小売業をはじめ多数のバイヤーが参加し、出展者数は約２，０００

社、来場者数は約９０，０００人である。 

 

③Webマーケティング支援 

事業計画を策定した事業者を対象に、ローカルビジネスである小売業・飲食業・サービス業等に対

して、インターネットを活用した販路開拓手法を提供する。ＩＴやマーケティング専門家の指導のも

とに事業者と経営指導員等がマンツーマンで Web マーケティングの戦略と戦術を定める。事業者が主

体となり、日々の実践を行い、分析、改善、ルーティン化等を経営指導員が伴走支援を行う。 

◆集客方法 

・オウンドメディア：ホームページ、ブログ 

・アーンドメディア：Google ﾋﾞｼﾞﾈｽﾌﾟﾛﾌｨｰﾙ、LINE、YouTube、Twitter、Instagram、Facebook 

・ペイドメディア：リスティング広告、ポータルサイト活用 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和４年１０月現在） 

 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経営発達

支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の関与体制 

等） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する経営指

導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

 

①法定経営指導員の氏名、連絡先 

■氏 名：三宅 康弘 

 ■連絡先：086-296-0765 

 

②法定経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 

経営発達支援事業の実施・実施に係る指導及び助言、目標達成に向けた進捗管理、事業の評価・見

直しをする際の必要な情報の提供等を行う。 

 

 

 

事務局長 

本部（支援第２課） 

経営指導員  １名 

記帳専任職員１名 

記帳指導員  １名 

本部（支援課） 

法定経営指導員 １名 

経営指導員    １名 

藤田支所 

経営指導員１名 

補助員   １名 

妹尾支所 

経営指導員１名 

補助員   １名 

福田支所 

経営指導員１名 

記帳指導員１名 

興除支所 

経営指導員１名 

記帳指導員１名 

灘崎支所 

経営指導員１名 

補助員   １名 

東児支所 

経営指導員１名 

記帳指導員１名 

岡山市産業振興・雇用推進課 玉野市商工観光課 



２１ 

 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会／商工会議所 

  〒701-0221 

  岡山県岡山市南区藤田 564-131 

  岡山南商工会 支援課 

  TEL: 086-296-0765 ／ FAX: 086-296-2250 

E-mail: minami@okasci.or.jp 

 

②関係市町村 

  〒700-8544 

  岡山県岡山市北区大供一丁目 1-1 

  岡山市役所 産業観光局商工部 産業振興・雇用推進課 

  TEL: 086-803-1325 ／ FAX: 086-803-1738 

 

〒706-8510 

  岡山県玉野市宇野一丁目 27-1 

  玉野市役所 商工観光課 

  TEL: 0863-33-5005 ／ FAX: 0863-33-5001 

 

 

 

（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位：千円） 

 
Ｒ５年度 Ｒ６年度 Ｒ７年度 Ｒ８年度 Ｒ９年度 

必要な資金の額 ３，３００ ３，３００ ３，３００ ３，３００ ３，３００ 

 

経済動向調査費 

セミナー開催費 

個別相談会開催費 

専門家派遣費 

職員資質向上研修費 

委員会等開催費 

２００ 

２００ 

２，０００ 

６００ 

２００ 

１００ 

２００ 

２００ 

２，０００ 

６００ 

２００ 

１００ 

２００ 

２００ 

２，０００ 

６００ 

２００ 

１００ 

２００ 

２００ 

２，０００ 

６００ 

２００ 

１００ 

２００ 

２００ 

２，０００ 

６００ 

２００ 

１００ 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

会費収入、事業者負担金、国補助金、岡山県補助金 

岡山市補助金、玉野市補助金、全国連助成金 等 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 

 

 



２２ 

 

（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 

 

 

 


